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平成３０年第４回加須市議会定例会追加提出議案の概要 

                        提出日 平成３０年１２月１２日（水） 

 

１ 提出議案件数 

    予算関係          １件 

    条例関係          ３件             計 ４ 件 

 ...................................................................................  

２ 個別議案の概要 

 ...................................................................................  

 第１２１号議案  平成３０年度加須市一般会計補正予算（第６号） 

(1) 今回補正予算額 ▲８０，９８４千円 

(2) 補正後予算額 ４２，０１３，１５４千円 

(3) 補正予算の主な内容 

（歳入） 

ア 国庫支出金［ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金］ ▲１０４，４９０千円 

イ 県支出金［被災農業者向け経営体育成支援事業助成金］ ６，９１８千円 

ウ 繰越金 ▲８７，９１２千円 

エ 市債 １０４，５００千円 

（歳出） 

ア 議員人件費 ６４４千円 

イ 職員人件費 ▲９５，９６８千円 

国の人事院勧告及び県の人事委員会勧告を踏まえた給与改定による増額 ２２，９７６千円 

人事異動等による減額 ▲１１８，９４４千円 

ウ 農作物災害対策事業 １４，３４０千円 

(4) 地方債の補正 

ア 変更 

起債の目的 補正前限度額 補正後限度額 

幼稚園及び小中学校空調設備整備

事業 
２，０５９，９００千円 ２，１６４，４００千円 

 ...................................................................................  

 第１２２号議案 加須市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正す 

る条例 

 (1) 趣 旨   議会の議員の期末手当の額について改定すること。 

 (2) 内 容  【第１条による改正】 

ア １２月に支給する期末手当の支給割合を次のように改めること。 

         「２．２７５月分」⇒「２．３２５月分」 

        イ 公布の日から施行し、アによる改正後の規定は平成３０年１２月１日

に遡って適用すること。 

       ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 
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        【第２条による改正】 

        ア ６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合を次のように改めるこ

と（第１条のアによる改正後の内容を更に改正）。 

           ６月期 「２．１２５月分」⇒「２．２２５月分」 

          １２月期 「２．３２５月分」⇒「２．２２５月分」 

        イ 平成３１年４月１日から施行すること。 

 ...................................................................................  

 第１２３号議案 加須市特別職職員の給与等に関する条例及び加須市教育委員会教育長の

給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   市長、副市長及び教育長の期末手当の額について改定すること。 

 (2) 内 容  【第１条及び第３条による改正】 

ア １２月に支給する期末手当の支給割合を次のように改めること。 

         「２．２７５月分」⇒「２．３２５月分」 

        イ 公布の日から施行し、アによる改正後の規定は平成３０年１２月１日

に遡って適用すること。 

       ウ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

        【第２条及び第４条による改正】 

        ア ６月及び１２月に支給する期末手当の支給割合を次のように改めるこ

と（第１条及び第３条のアによる改正後の内容を更に改正）。 

           ６月期 「２．１２５月分」⇒「２．２２５月分」 

          １２月期 「２．３２５月分」⇒「２．２２５月分」 

        イ 平成３１年４月１日から施行すること。 

 ...................................................................................  

 第１２４号議案 加須市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 (1) 趣 旨   人事院勧告及び埼玉県人事委員会勧告を踏まえ、一般職職員の給与につ

いて所要の改正をすること。 

 (2) 内 容  【第１条による改正】 

ア 医療職職員の初任給調整手当の上限額を次のように改めること。 

  「３０万８，３００円」⇒「３０万８，６００円」 

イ 勤務１回当たりの日直手当の額を次のように改めること。 

  「４，２００円」⇒「４，４００円」 

       ウ １２月に支給する勤勉手当の支給割合を次のように改めること。 

        （ア） 一般職職員 「０．９０月分」⇒「０．９５月分」 

        （イ） 再任用職員 「０．４２５月分」⇒「０．４７５月分」 

       エ 給料表を次のように改めること。 

        （ア） 行政職給料表 平均０．２０％の引上げ 

        （イ） 医療職給料表 平均０．１７％の引上げ 

       オ 公布の日から施行すること。ただし、ア、イ及びエによる改正後の規

定は平成３０年４月１日に、ウによる改正後の規定は同年１２月１日に
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遡って適用すること。 

       カ その他この条例の施行に必要な経過措置を設けること。 

       【第２条による改正】 

ア ６月及び１２月に支給する期末手当及び勤勉手当の支給割合を次のよ

うに改めること。 

        （ア） 一般職職員 

         ａ 期末手当 

             ６月期 「１．２２５月分」⇒「１．３０月分」 

            １２月期 「１．３７５月分」⇒「１．３０月分」 

          ｂ 勤勉手当（第１条のウ（ア）による改正後の内容を更に改正） 

             ６月期 「０．９０月分」⇒「０．９２５月分」 

            １２月期 「０．９５月分」⇒「０．９２５月分」 

        （イ） 再任用職員  

         ａ 期末手当 

             ６月期 「０．６５月分」⇒「０．７２５月分」 

            １２月期 「０．８０月分」⇒「０．７２５月分」 

          ｂ 勤勉手当（第１条のウ（イ）による改正後の内容を更に改正） 

             ６月期 「０．４２５月分」⇒「０．４５月分」 

            １２月期 「０．４７５月分」⇒「０．４５月分」 

イ 平成３１年４月１日から施行すること。 

 ...................................................................................  


